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Ⅰ．はじめに 
わが国の商品流通においてプライベート・ブランド（Private Brand、以下
PB）への注目が高まっている。このことは、小売店頭における PB の比率が向
上している現状から明らかである。従来、小売店頭にはナショナル・ブランド
（National Brand、以下 NB）と呼ばれる製造業者によって設定されたブラン
ドが陳列棚の大半を占めていた。しかし、ここ数年の間に PB が小売店頭に陳
列される比率が高まってきている。小売店頭には数多くの PB 商品が並び、多
くの消費者が PB 商品の購入することが増えてきている。消費者が PB を選択
することが多くなることによって、小売業者も新たな成長の方向性としての
PB の開発に手がけるようになってきている（新津 2002）。 
これまでは、最寄品や買回品に関わらず、多くの商品群で NB は消費者の購
買の中心であった。PB が小売店頭の陳列棚におかれることは少なく、置かれ
る場合であっても、多くのスペースが割かれることはなかった。 
伝統的に PB は、経済環境との関係で議論されてきた。特に PB が注目される
のは、景気低迷期である（Keller 1998）。景気が低迷すると消費者の可処分所得
が減少し、消費者の低価格志向が高まる。流通業者は店舗の品揃えの一部を NB
と比べて低価格である PB に変更することで、これに対応しようとするのである。 
そのため、PB への関心は一時的なものであると見なされた。景気低迷時に
発生する PB への関心や注目は、景気が向上するようになると低くなる傾向に
ある。価格訴求だけを目的とした PB が減少することと、消費者の PB そのも
のへの関心が少なくなる。そのため、PB は景気低迷期には注目されるが、そ
れ以外の時期には学術的にも実務的にもそれほど注目されなかった 3。PB への
関心が景気の変動に関わっているため、PB 研究に関しては体系的になされて
こなかった感がある 4。 
従来の PB に関する議論では粗利益率や製造業者との交渉、ストア・ロイヤ
ルティ、あるいはブランド・ロイヤルティという PB の優位性に関する視点が
中心であった。これらの議論の基本にあるのは、NB と PB を代替的関係と位
置づけることにある。 
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近年、欧米を中心に PB の多様化が見られるようになってきている。つまり、
従来の中心が NB と比較した PB という位置づけであったものが、従来型の PB
に加えて、さらに低価格の PB、一方で高品質の PB と、多様な PB が導入され
ているのである。このような動きは PB を前提とした品揃えを流通業者が実施
しているということであり、従来の NB 対 PB という構図ではないことを示し
ているということができよう。 
このような議論は伝統的な流通の視点で言うところの商流に焦点を当てて
いるものであるといえる。しかし、PB の物流的側面にはそれほど重点が置か
れていない。PB は小売業者が積極的に商品企画もしくは開発に関与すること
は当該小売業者もしくはグループ企業での販売が前提となる。そのため、PB
においては当該商品の販売可能量を考慮したサプライチェーン・マネジメント
（supply chain management、以下 SCM）を重視しなければならない。 
本研究では上記の問題意識のもと、わが国の小売業者に対するアンケート調
査の分析から PB の物流的側面について検討をするものである。まず、PB 研
究と SCM 研究に関する簡単な先行研究について考察し、調査課題およびアン
ケート調査の分析を行う。 
 
Ⅱ．PB と SCM 
１．PB と小売戦略 
ここでは PB を小売業者や卸売業者が設定するブランドであると定義する 5。
PB については様々な視点で捉えることができるが、小売業者が製品コンセプ
トを最初から開発する場合もあれば、ダブルチョップ 6 のように製造業者と共
同で開発する場合もある。さらに、商品開発には関わらずに、パッケージを変
えたり、ラベルを貼り替えたりしただけのものもある。ここでは流通業者が設
定しているブランドとして広義に捉えるものである。 
PB は世界的に見ると、拡張の時期にあると考えられる（Kumar and 
Steenkamp 2007）。特に欧米諸国では小売業における PB の取り扱い比率が高
まりつつあり、その傾向が続いているといえよう。我が国においても、導入は
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かなり早い時期に見られたが(根本 1995; 村松ら 2010)、浸透するようになっ
たのは、最近である。流通業において PB を取り扱う比率が向上し、多くの分
野にて採用され、さらに多様化も進んでいる（庄司・小川 2011）。 
PB の多様化には、大きく二つの流れがある。一つは商品群の拡張である。
食品のような最寄品だけでなく、買回品など多くの商品に設定されている。技
術水準が低い商品だけでなく、一定の技術水準が求められる商品にも PB が設
定されている。 
もう一つは、PB の戦略の多様化である。従来の PB 戦略は NB との比較を
前提としていた。つまり、NB を前提とし、それよりも低価格で導入するとい
うものである。これは、NB を基準とした価格・品質水準という価値を元に、
品質ではやや劣るが価格が低いことによって商品価値を向上させているという
ことになる。そのため、従来、PB は NB を基準とした価格帯に設定されてい
た。この場合、PB はいわゆる「安かろう、悪かろう」という NB との比較の
中で、特徴付けられてしまうことになる。そのため、PB は製造業者が自ら設
定するブランドである NB よりも低い価格で市場に導入することで一定の市場
シェアを獲得してきた。 
しかし最近では、NB を前提とするよりも、伝統的な PB を前提とした多様
化が進んでいる。より低価格である PB と、プレミアム PB と言うべき品質を
確保した PB である。つまり、PB そのものが、NB の廉価版としての位置づけ
から、小売業における商品政策の中心として位置づけられることになるのであ
る（庄司・小川 2011）。 
このような PB の普及が進むにつれて多くの研究が行われるようになってき
た（Gamliel and Herstein 2007; Hoch and Banerji 1993）。PB に関する研究は
複数の視点で整理することができる（庄司・小川 2011）。第一が NB と PB と
の比較研究である。これには NB と PB の価格差やシェアといった問題が含まれ
る。たとえば、PB シェアに関する研究（Hoch and Banerji 1993）や PB の価格
の問題（Bontemps et al. 2008）が挙げられる。第二が消費者の PB に対する知
覚やロイヤルティに関する研究である。ブランド研究が進展していく中で、その
研究成果がここでは反映されることが多い。PBの店舗ロイヤルティ（Steenkamp 
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and Dekimpe 1997）に関する研究が存在する。 
第三に小売戦略の問題である。利益の源泉としての PB に関する研究がある
（Hoch and Banerji 1993）。これらは、PB のもつ粗利益の高さを取り上げ、こ
れが PB の導入の要因となっているとしているものである。第四に製造業者と
の交渉の問題がある（Ailawadi and Keller 2004; Narasimhan and Wilcox 
1998）。PB を導入することで、製造業者との交渉力の向上について注目するも
のである。この視点は PB を採用しつつも、NB の取引条件を向上させるとい
うものに関連すると考えられる。 
また、近年では PB の多様化について注目するものがある（Geyskens et al. 
2010）。欧米諸国および我が国の流通業で見られる低価格型 PB やプレミアム
PB の導入に伴う問題について議論が進められている。 
一方でこれらの研究ではサプライチェーンもしくは物流という点での PB に
着目している研究が一部を除き（根本 1995）、ほとんどない状態である。PB
は基本的に流通業者が、その販売を含めて責任を持つ必要がある。つまり、NB
とは異なり、PB はその小売業者での販売が前提となるので、製品開発の段階
から販売数量の問題が重要になると思われる。販売可能数を超えた生産量を設
定することは、在庫を過剰にしてしまうことになる。 
近年では、流通業におけるサプライチェーン・マネジメント（SCM）が重視
されてきている。そこで次に SCM について議論する。 
 
２．マーケティング・プロセスとしての SCM 
物流について検討するうえで必要とされるのが、SCM に関する議論である。
SCM について取り上げる前に、物流からロジスティクスへの流れについて検
討する。 
物流は長らく、その他の活動として位置づけられることが多かった。流通に
おいては伝統的に 3 つの流通として取引を議論する商取引流通（商流）と物の
移動を議論する物的流通（物流）、そして情報の流れを議論する情報流通（情報
流）に分けられている（松江 2001；田口 2005；矢作 1996）。このうち、
企業の売上に直結するのが、取引に関わることであるため、商取引流通が議論
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の対象となっていた。物の移動は、取引の後に続くものとして、重要な位置に
は置かれなかった。 
このような位置づけが変化するのは、ロジスティクス概念が導入されるよう
になってからである。もともとロジスティクスは軍事用語であり、兵站と訳さ
れ、武器や弾薬、食料の輸送という問題を取り扱うものであった。戦闘を担当
することはないが、戦闘に必要なものを供給する部門として、重要になってく
る。特に、効率性を高める時に注目されるようになる。 
特にロジスティクスは、企業の他の企業との連携が重視されることに鳴る。
その代表的な議論として、Porter による価値連鎖概念がある（Porter 1985）。
企業の競争優位の源泉を分析するために、企業の諸活動を分類したものであり、
ロジスティクスが、価値連鎖の中では、主流の活動として位置づけられること
になるのである。 
また、筆者の一人である小川は、トータル・ロジスティクス概念を提唱して
いるが、これも同様の視点を持つ（徳永ら 1990）。特に小川の議論は、ロジ
スティクスが他のマーケティング活動と別々に動くものではなく、ロジスティ
クスをその中心として位置づけようと試みているものである。マーケティング
活動もロジスティクスの活動もいずれも独立して進められるものではなく、そ
れぞれが密接に関連することを考慮することが必要となる。 
SCM の議論は、この延長線上にある。SCM は、SCM は高度ロジスティク
スと呼ばれることも多く、ものの動きと情報共有による業務の効率化が中心と
なる。矢作（1996）によれば、SCM は、個々の企業内での個別最適を追求す
るのではなく、原材料の供給業者から消費者にいたる企業間での全体最適を高
めるために開発、調達、製造、配送、販売といった一連の業務のつながりを持
たせることである。この企業の個別最適化は、生産システムや物流システムを
改善することで達成することが可能となる。しかし、単なる物流の改善やロジ
スティクスの改良ではなく、流通に関わる企業の効率化を目的とする場合は、
部門間や企業間での協力関係を構築することが必要となる。 
SCMの概念はコンサルティング会社が 1980年代に用いたのが始まりとされ
ており、1990 年代にアメリカ合衆国で普及した考え方である（石川 2008）。
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その後、重要なマネジメント・プロセスとして認知されてきている。たとえば、
マーケティング戦略の代表的論者である Srivastava はマーケティング・プロセ
スとして、製品開発プロセス、サプライチェーンマネジメントプロセス、顧客
関係管理プロセスがあると指摘する（Srivastava et al. 1999）。 
この Srivastava によるマーケティング・プロセスの分類は、マーケティング
のプロセスの拡張を視野に入れている。つまり、伝統的なマーケティングでは、
マーケティング・ミックスを前提として、製品に価値を埋め込み、それを市場
に出すことを中心としている。Gronroos は、このようなマーケティング・ミッ
クスの視点の限界を指摘し、企業と顧客とのリレーションシップに焦点を当て
ることを主張した（Gronroos 1994, 2007）。Srivastava も同様の議論を行い、
顧客リレーションシップ管理を強調する。 
顧客リレーションシップ管理、すなわち CRM は、現代マーケティングにお
ける主要な研究対象となっている（Reimann et al. 2010; Storbacka and 
Nenonen 2009; Vargo and Lusch 2004; 井上・村松 2010; 庄司 2005, 2006）。
顧客との強固な関係を構築することが可能となれば、企業業績が向上するとい
う指摘を前提に、多くの企業が CRM に着手し、顧客ロイヤルティを管理する
ことになる（庄司 2008；嶋口・内田 2004）。 
さらに、SCM は、情報共有によるプロセスの管理となる。SCM において部
門間もしくは企業間での情報共有が行われることで、納期を短縮したり、欠品
を防止したり、さらに、在庫や仕掛品を削減したりすることが可能となる。顧
客満足の向上およびキャッシュフローの最大化を目的として行われる。SCM は、
その必要性として 2 つの問題を取り上げることができる。一つは在庫の問題で
あり、製品の多様化による在庫リスクを回避することになる。 
この点で PB の関連を考えてみると、PB もその戦略から多様化が進んでお
り、在庫リスクを十分に抱えることが予想される。つまり、多くの PB 商品を
導入すればするほど、SCM の視点から PB の管理が必要となる。 
もう一つは、機会損失である。PB は、値引きによるハイ・ロー価格設定で
はなく、価格が一定で提供されることが中心である。そのため、一度に人気が
集中することは少ないと考えられるが、その一方で安定した供給が求められる。
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そのため、安定した供給と在庫切れをなくしつつ、一定の水準での供給が求め
られることになる。 
そこで、SCM の基本的要素としての情報共有によって流通をコントールす
ることになる(中田ら 2007)。特に ICT の向上により関与する企業間での情報
共有が促進されることで、より効率的に商品の供給がなされることになる。 
 
Ⅲ．調査課題と調査 
１．本研究の注目点 
本稿では、これまでの PB 研究の傾向から、PB の物流的側面に関する研究
があまり無いということに着目し、PB の物流的視点について検討を加えるこ
とを目的としている。 
本稿では上記の問題意識のもと、PB の物流的側面について検討を加えるも
のである。近年、小売業では在庫削減が求められており、サプライチェーン・
マネジメント（SCM）の視点に基づいた生産・流通体制が構築されている。SCM
は流通業者間さらには製造業者との情報共有を通じて、中間在庫を削減すると
共に、最終顧客へのサービスを向上させることが目的となっている。販売時点
での POS データや在庫データを共有することで、不要な在庫を持たないとい
うことになり、生産体制も一度に大量生産されるよりも数量が減少し、かつ需
要に合わせて行われるということになる。 
多くの商品は年間を通じて需要が安定しているものもある一方で、季節に応
じて変化するものも多くある。この変化に応じて生産および流通体制を構築し
ようとすると、効率的な生産体制を構築できないと考えられる。 
PB を導入している小売業者の中では、この生産設備に余裕がある際に生産
を委託することで、低価格での生産を可能としているところもある。つまり、
製造業者にとっては、稼働率の低い生産設備を利用することができ、そしてそ
の結果としてコスト削減が可能となり、小売業者にとっても、それによる仕入
コストを引き下げることが可能となる。 
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しかし、このような場合を始めとして PB については、原則当該企業におい
ての販売を前提としなければならない。その企業やグループ企業を対象とした
ラベルが付されていることから、他の企業での販売が難しくなる。そこで、販
売可能数量や在庫の問題が PB においては重要となるのではないかと考えられ
るのである。 
 
２．調査課題 
そこで、本稿では、3 点について調査を行うものである。 
 
（１）PB 導入の状況 
ここでは、PB を積極的に導入しているのか、PB の比率が高まっているのか
に関する基本的な確認を行うものである。PB の比率が高まっているのか、PB
を企画する専門部署があるのか、そして、近年の PB 多様化を踏まえて、低価
格型および品質訴求型の PB があるのかどうかを調査するものである。 
 
（２）PB 返品や在庫 
PB の物流体制を考えるに当たり、量としての PB については検討しなけれ
ばならないであろう。PB は原則的に当該企業での販売が考えられることに成
る。その企業やそのグループで販売可能なようにラベル化されているためであ
り、メーカーや納入業者への返品はあまり可能ではないと考えられる。 
一方で、当該企業での購入を前提とし、かつ低価格での仕入を実現しようと
すると、投機型の流通体制となる可能性がある。つまり、製造業者が低コスト
で生産できる時期に、すなわち向上の稼働率が低い時期に生産を依頼すること
で、低コストで仕入れることが出来る代わりに、在庫を保有する可能性がある。
そのため、このような PB の在庫や返品の問題を検討する必要が出てくる。 
 
（３）PB 成果と物流体制 
PB は景気といった外部環境の問題だけでなく、組織能力といった企業の能
力とも関係していると考えられる。これまでの PB の議論は、景気変動との関
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係に集中してきた（Keller 1988 ほか）。PB の低価格性や消費者の価格志向に
焦点を合わせると景気との関係が考えられる。景気が悪くなると消費者の可処
分所得が低くなり、低価格である PB を選択するということである。 
しかし、近年の高度化した物流体制のもとでは、商品の効率的な流通が求め
られており、有効な物流体制を構築している場合とそうでない場合では大きく
異なると考えられる。そこで、物流体制の整備された企業における PB の成果
について検討する。 
 
３．調査方法 
この調査にあたって、わが国小売業の 876 社に対し、「小売業のプライベー
ト・ブランドに関する質問調査票」を送付した。876 社については、各種デー
ターベースを利用し、小売業として位置づけられる企業を選択している。小売
業全体に対し、送付することで、PB を取り扱っている企業とそうでない企業
も含めた対象としている調査となっている。 
調査票は、調査課題として設定した項目に関する質問を含めた。具体的には
PB の取扱、PB への取り組む、PB の状況、PB の成果などについて質問をし
ている。 
調査票の送付先は各社の広報宛とし、該当部署・担当者に記入してもらう形
式にした。回答者としては商品部や仕入れ担当者などの他に、社長が記入して
いるものもあった。 
また、調査票は 2011 年 2 月上旬に送付し、4 月 30 日までに返信するか、も
しくは Web 上に設置している調査票に入力の上、送付してもらうことにした。
調査期間として設定していた 2 ヶ月感の間に震災があったため、回答数が心配
されたが、3 月下旬から 4 月にかけても一定数の調査票が返信されてきた。有
効回答は 101 社であり、回答率は 12.6％であった。 
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Ⅳ．分析結果 
１．PB の取扱と PB への取り組み 
まず、この調査では PB の取扱で調査先を選定していないため、PB を取り
扱っているかどうかを質問している。その結果、アンケートを回答した 101 社
のうち 80 社が PB を取り扱っているという回答があった。 
PB を取り扱っている企業に対しては、そのあとで PB の体制や物流体制を
質問しているが、PB を取り扱っていない企業に対しては、その理由を自由記
述で回答してもらっている。それによれば、取扱商品の特性と企業規模や生産
数を挙げている記述が多かった。調剤や家電のような業種では PB にするのが
非常に難しいということがあげられる。また、本稿の調査課題である物流的側
面としてのロット数の問題を解答する企業もあった。 
次に PB を導入している企業を対象とした調査項目について分析を加える。
PB への取り組みについて「PB 積極的導入」、「PB に対するトップマネジメン
トの推進」、「5年前と比べた PBの比率増加」、「PBの製造調達コストへの関与」
について 7 段階で質問をしている（表 1 参照）。 
 
表 1 PB への取り組み 
項目 平均値 標準偏差
PB 積極的導入 5.48 1.630 
トップによる PB 推進 5.50 1.599 
5 年前より PB 増加 5.14 1.652 
PB 製造コスト関与 4.84 1.587 
 
PB への取り組みを見ると PB を導入している企業の多くがトップマネジメ
ントによる推進があると回答している。その上で、5 年前から比べると多くの
企業が PB の増加がみられると回答していることがわかる。 
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PB の状況について組織や PB の形態に関して質問したものを集計したのが
表 2 である。回答があった企業の比率（％）を示している。 
PB を企画する専門部署がある企業とない企業は半数程度に分かれる。また、
PB の中でも低価格型 PB を導入している企業も半数程度ということになる。
一方で、PB の中でも価格を訴求しない PB の導入を行っている企業、複数の
商品に対して PB を導入している企業が多数あるということを示している。こ
こから PB の導入の多様性が進んでいるということが推察されることになる。 
 
表 2 PB の状況（%） 
項目 なし あり
PB 企画専門部署 60.0 40.0
低価格型 PB 59.0 41.0
非価格型 PB 11.3 88.8
複数商品 PB 11.3 88.8
 
この調査では PB に対するそれぞれの小売業の取り組み、PB の状況につい
て 7 段階で質問をしている。表 3 はその回答の平均値と標準偏差を示している。 
ここでは、「PB の開発や品揃えを考える上で消費者の意見が重要と考えてい
る」、「貴社の顧客は NB よりも PB を積極的に購入している」、「店頭における
商品説明（店員、POP）では PB の良さを積極的に訴求している」、「貴社にお
いて PB の陳列場所はできる限り良い場所を選択している」という 4 の質問を
行っている。 
PB に対する消費者の意見の取り込みや店頭でのプロモーションという点で
は高い数値がみられる。これは PB を通じて消費者の意見を取り込もうとして
いる小売業の動向を反映しているためと考えられる一方で、PB を積極的に導
入しているために、より PB を重視するプロモーションをとっているというこ
とがわかる。 
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表 3 PB の状況 
項目 平均値 標準偏差
PB 消費者意見取り込み 5.86 1.260 
顧客の PB 積極購入 4.37 1.388 
PB 開発会社の意見参考 4.04 1.551 
店頭 PB 積極訴求 5.38 1.354 
PB 陳列場所工夫 5.43 1.251 
 
２．PB の在庫 
次に調査課題 2 である商品の在庫や返品という問題について検討していく。
「PB の導入・開発では貴社の販売可能数量が最重要検討課題である」、「貴社で
は PB の在庫調整がいつも問題になる」。「仕入れた PB が一定期間で販売でき
ないときには、納入業者へ返品することがある」という 3 つの質問に対する回
答は表 4・表 5 のとおりである。 
 
表 4 返品、在庫、販売数量に関する度数分布（%） 
 1 2 3 4 5 6 7 
返品 51.5 13.9 5.9 5.9 0.0 1.0 1.0
在庫 11.9 8.9 11.9 21.8 12.9 8.9 3.0
販売数量 3.0 4.0 5.9 20.8 22.8 8.9 12.9
 
PB については返品が問題にならないことが多いということがわかる。これ
は、PB の買い取りを原則としているということを示しているものであり、そ
のため、PB の在庫の問題が発生しやすいことを表していることになる。 
表 5 は、これら 3 つの質問と PB の増加、それから一括発注の関係について
相関分析の結果である。 
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表 5 PB の在庫に関わる相関分析 
 在庫調整課題 一括発注 返品 PB 増加 販売可能数量
在庫調整課題 1 .412** .267* .153 .306**
一括発注 .412** 1 .122 .206 .254*
返品 .267* .122 1 -.111 .016
PB 増加 .153 .206 -.111 1 .428**
販売可能数量 .306** .254* .016 .428** 1
** p < 0.01 * p < 0.05 
 
一括発注と在庫調整および販売可能数量との間に有意性の高い相関関係が
見られることになる。それゆえ、PB の在庫が問題になっていると同時に販売
数量が問題と成るのであり、また、一括発注についても実施されていることに
なる。その背景として PB の増加が見られるのではないかと考えられる。 
 
３．PB の成果 
PB の成果について当てはまらないから当てはまるまでの 7 段階で質問した
項目の平均値と標準偏差をまとめたもの表 6 である。PB を導入していること
による成果については、売上高の維持・拡大、ロイヤルティ向上、粗利益率の
維持・向上、競争力の向上、品揃えの拡大、商品群の魅力向上、信頼向上、交
渉力の向上、連携強化という 9 点を 7 段階で質問をしている。 
ほとんどの項目で比較的高い数値を示しているが、その中でも取扱商品群へ
の魅力向上や顧客の信頼、顧客ロイヤルティ、粗利益向上といった項目が高い
平均値となっている。 
また、これらの成果を PB 成果としてみた場合の信頼性係数も 0.906 と高い
数値を示している。そこで、この 9 つを合成変数として PB 成果とし、これと
物流体制との相関関係を分析した（表 7）。 
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表 6 PB の成果 
項目 平均値 標準偏差 α係数
PB 売上貢献 4.81 1.519 
0.0906
PB 顧客ロイヤルティ 5.15 1.442 
PB 粗利益向上 5.19 1.510 
PB 競争力 5.11 1.484 
PB 品揃え 4.95 1.349 
PB 製品群魅力 5.36 1.314 
PB 顧客信頼 5.24 1.407 
PB 交渉力 4.44 1.386 
PB 卸小売との連携 4.92 1.366 
 
表 7 物流体制と PB 成果との相関分析 
物流体制 PB 成果
品切れ無し .078
在庫水準高い -.033
コスト水準 -.096
ネットワーク .122
売れ行き見て仕入 .255* 
リードタイム短 .116
商品の在庫リスク .123
供給業者との情報共有 .392** 
供給業者互換システム .270* 
市場情報共有 .353** 
調達への製造業者の関与 .461**
** p < 0.01 * p < 0.05 
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表 7 の通り、仕入体制や情報共有、市場情報の共有や互換システムとの優位
な相関性が見られる。情報共有は SCM での重要な視点であり、これらとの関
係が考えられるということになるのである。 
 
Ⅴ．考察 
以上の分析より、次のようなことが言えると思われる。まず PB の導入につ
いては、PB を積極的に導入し、PB を扱っている企業が、PB の取扱比率を高
めているという現状が把握できた。さらに、低価格型の PB だけでなく非価格
型 PB の導入も目立っている。また、PB を専門に企画する部署を設けている
企業も多い。つまり、PB のウエイトが高まりつつあるだけでなく、PB の多様
化が進展していることが推察される。 
また、PB の在庫と返品については、PB の導入にあたり、当該企業での販売
数量がかなり重要になっていることがわかる。半数以上の企業が重要と回答し
ていることで、販売できる数量と PB との関係がみてとれる。 
また、在庫調整が問題になる企業も 3 割程度存在することがわかった。一方、
PB の返品はほとんどの企業で行われていない。 
PB の在庫の関する質問について相関分析をみると、一括発注と PB の在庫
に関して有意な関係が見られる。また、販売数量とこの両者との間にも有意な
関係がみられる。PB について在庫や返品への対応に苦慮しているのではない
かと考えられる。 
さらに、PB の成果と物流体制については、本調査では PB の売上貢献から
連携までの 9 項目を成果として用いた。この成果と仕入・物流体制としてあげ
た 11 項目との相関関係をみると、売れ行きを見てから仕入れるという延期型
の仕入体制と、情報共有という協力体制が PB の成果の正の関係があることが
明らかになった。 
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Ⅵ．まとめとインプリケーション 
本研究は、小売業における PB の問題について販売数量や在庫、返品といっ
た物流的側面、SCM の視点から小売業を対象としたアンケート調査の分析を
行ったものである。 
単純な平均値の分析を中心に行った結果から、PB 商品を取り扱う数量は小
売業にとって重要な問題である一方で、PB の在庫や返品といった問題につい
てはあまり重要視されていないことがわかった。PB の導入の段階で数量を考
慮しているためであると考えられる。 
PB の増加が見られる中で、PB の導入にあたって、PB の販売可能数量が重
要な検討事項であり、仕入やや発注の体制によって PB の在庫問題が発生して
いることが推察される。さらに、仕入体制や情報共有といった SCM の視点が
高い企業ほど、PB の成果も高い可能性があるといえる。 
本研究から PB における物流的視点が重要であると考えられる。PB が一種
の独占的チャネルを形成するなかで、一定の販売可能数量を確保出来る企業と
そうではない企業とに差がある可能性があると考えられる。 
今後は PB に直接関係する物流能力の測定を考える必要があろう。インタ
ビュー調査を踏まえながら、PB の物流体制と成果に関する関係について構造
的に考察していく必要があろう。 
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ともある。PB の特徴や長所を小売り経営に活用することが意識されているとも考え
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4 そのため、PB については、これまでの研究が商業経営論やブランド論の中で部分的
に研究が進められてきている。ブランド論はメーカーによるブランドが議論の対象
であったため、充分な議論が展開されてこなかった。Keller（1998）によるブラン
ドに関する大著であっても、PB については、ほとんどページが割かれていなかった。 
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6 ダブルチョップは、小売業者が導入している PB に製造業者が表記されているもの
となる。セブン＆アイグループによって展開されているものがその代表となる。一
般的な PB と比較するとメーカー名が表示されることによる品質への信頼が期待さ
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